
欧州ダイレクト・マーケティング連合

（FEDMA）の調査によれば、EUではドイツが

最大のダイレクト・マーケティング市場国でフラ

ンス、英国がその後に続く。ここではEU主要３

か国のダイレクト・マーケティング動向について

各種文献により紹介する。

Ⅰ ドイツ

１ はじめに

ドイツは、歴史的に地方分権意識が強く、人々

は自分の“国”に執着心を持っているといわれる。

このことは、広告にも影響を及ぼし、地方紙が国

民に愛読されている。裏返せば、全国をカバーす

る有力な日刊紙がないということである。

テレビ広告費は、１９８０年代の民間テレビの登場

を契機にここ１０年間で大きく躍進した（１９８９年２２

億ドイツマルク（１，２０２億円、IMFによる１９９９年

平均レート１ドイツマルク＝５４．６７円で計算。以

下同じ。）から１９９８年７９億ドイツマルク（４，３１８億

円）へ）。テレビCMの放映時間、放映内容に関

する規制緩和効果も大きい。以前は、連邦電波法

及び州法により、テレビCMはスポットしか許さ

れなかった。また、１日の広告放送可能時間は２０

分で午後６時から８時までに限定され、日曜・祝

日は禁止されていた。

ドイツには商店営業時間に関する包括的規制が

ある。１９３３年施行の閉店法（Ladenschlusgesetz）

により、１９９６年の改正まで薬局、花屋等一部の業

種を除く小売業の営業時間が規制されてきたが、

１９９６年にようやく緩和された。規制緩和前は７：

００～１８：３０（木曜日を除く平日）、７：００～１４：００

（土曜日）までで、規制緩和後それぞれ２０：００、

１６：００まで延長された。

長年の習慣としてドイツ人は平日遅くまで買物

をせず、午前中あるいは土曜日に集中して買い物

するか、それができないときは通信販売を利用す

るようである。規制緩和後もこの習慣は存続して

おり、営業時間の延長は必ずしも商店の売上向上

に結びついていないようである。

２ ダイレクト・マーケティング広告費の推移

１９７０年代までドイツにおいてはダイレクト・

マーケティング広告費を示すデータがなかった。

ダイレクト・マーケティング広告費に関する統計

調査は１９８８年からスタートした。１９８８年調査の西

ドイツにおけるダイレクト・マーケティング広告

費は１２８億ドイツマルク（６，９９７億円）であった。

１９９９年には旧西ドイツだけで３７０億ドイツマルク

（２兆２２７億円）となった。ドイツ全体では１９９９

年において４０１億ドイツマルク（２兆１，９２２億円）

になった。このうち、１３億ドイツマルク（７１０億

円）は、以前ダイレクト・マーケティングを行っ

ていなかった企業からのものである。

トピックス

ドイツ、英国、フランスのダイレクト・
マーケティングの動向
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旧東ドイツにおけるダイレクト・マーケティン

グ広告費が旧西ドイツに比べ相対的低い理由とし

て、以下のことがあげられる。

�１ 大企業（売上５，０００万ドイツマルク（２７億円）

超）の数が旧西ドイツに比べかなり少ない。こ

のため、一般的に広告費、特にダイレクト・

マーケティング広告費が旧西ドイツに比べ低い。

�２ 旧東ドイツにおいては、教育、電気通信、銀

行、保険、自動車のようなダイレクト・マーケ

ティングに積極的な部門が未成熟である。

しかし、１９９７年には旧東ドイツの全企業の６５％

がダイレクト・マーケティングを行っている。こ

れは旧西ドイツの６１％を上回る。

２ ダイレクト・マーケティングの成長要因

２．１ 世帯数の増加

未婚・少子化・離婚・６０歳以上の人口増加を背

景としてドイツ国内の世帯数は、１９９２年と１９９８年

を比較すると全体では５．１％増であるが、１～２

人世帯に限ると１０．７％も増加している。世帯数の

増加は、ダイレクト・マーケティングの成長に

とってプラスに働く。

２．２ マーケティングの考え方の変化

以前のマーケティングの考え方は、マス媒体を

集中的に利用することであった。まず初めに認知

率を上げることに多くの時間を費やし、認知率

アップから消費行動に結ぶつける方法である。し

かし、市場が成熟化し、競争が激しくなってきた

ため、今日では顧客とのより良い関係を確立する

ことに最重点を置くようになった。

２．３ ニュー・メディアの発達

ニュー・メディア、特にインターネットの爆発

的な発展は、ダイレクト・マーケティングの急成

長に大きく貢献している。

２．４ 新しいツールの発達を可能とする技術進歩

最近のパソコン価格の低下により、データベー

スシステムはより効率的なツールとして発展して

きている。以前はネットワーク化されていなかっ

たシステムがネットワーク化されるようになって

きたのが最近の傾向である。

３ 媒体別ダイレクト・マーケティングの動向

図２の最初の４媒体～�１あて名郵便（１２０億ド

イツマルク（６，５６０億円））、�２あて名なし郵便（３８

億ドイツマルク（２，０７７億円））、�３テレマーケティ

ング（４６億ドイツマルク（２，５１４億円））、�４イン

ターネット等双方向サービス（２４億ドイツマルク

図１ ドイツのダイレクト・マーケティング広告費の推移（１０億ドイツマルク）

出所：DDV（Deutscher Direktmarketing Verband）
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（１，３１２億円））～は、代表的なダイレクト・マー

ケティング媒体である。

テレマーケティング広告費が相対的に少ない理

由として、１９９７年電気通信自由化前まで電話料金

が非常に高かったこと、勧誘電話１）に関する規制

が特に厳しいことがあげられる。

残りの３媒体は、リスポンス・エレメント２）付

新聞・雑誌広告／サプリメント３）（１１９億ドイツマ

ルク（６，５０５億円））、リスポンス・エレメント付

屋外広告（３億ドイツマル（１６４億円））、リスポ

ンス・エレメント付TV／ラジオ（２０億ドイツマ

ルク（１，０９３億円））は伝統的媒体のダイレクト・

マーケティングとしての利用である。１９９８年にお

いて、すべての印刷物広告の７１．１％は、少なくと

も１つ以上のリスポンス・エレメント（会社の住

所、電話番号、FAX番号、e―mail等）を掲載し

図２ 媒体別ダイレクト・マーケティング広告費（１０億ドイツマルク）

出所：Direkt Marketing Deutschland（Deutsche Post）４）,１９９９, p.２０

１）１９９１年連邦データ保護法が改正され、リスト取引にかかるデータの中に電話番号を掲載することが禁止された（法第２８条２項）。
２）リスポンス・エレメント（response element）とは、広告を見た人が問合せや資料請求等ができるよう広告スペースに記載さ

れる会社の住所、電話番号、FAX番号などの項目をいう。
３）サプリメント（supplement）は、新聞や雑誌に折り込まれる、あるいは綴じ込まれる広告をいう。
４）本冊子は、ドイツポストが国内ダイレクト・マーケティング実施企業５３万社を対象に調査したものである。

図３ 旧西ドイツにおける媒体別ダイレクト・マーケティング広告費（１０億ドイツマルク）

出所：Direkt Marketing Deutschland,１９９９（Deutsche Post）, p.１５ and Direkt Marketing Deutschland,１９９８, p.２１
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ている。これは前年の６５．３％より大きく増加した。

ダイレクト・マーケティング広告費として大き

なウェートを占めているのが、あて名郵便とリス

ポンス・エレメント付新聞・雑誌広告／サプリメ

ントである。

図３は、１９８８年、１９９４年、１９９８年の旧西ドイツ

におけるダイレクト・マーケティング媒体別広告

費の推移を示す。

４ 売上・業種・従業員規模別ダイレクト・マー

ケティング利用状況

４．１ 売上別ダイレクト・マーケティング利用状

況

売上高５，０００万ドイツマルク（２７億円）以上の

企業（ユーザー数シェア２％）がダイレクト・マー

ケティング広告費の３５％のシェアをもつ（図４参

図４ 売上別ダイレクト・マーケティング実施企業のユーザー数と広告費シェア

出所：Direkt Marketing Deutschland（Deutsche Post）,１９９９, p.１８

図５ 業種別ダイレクト・マーケティング実施率

出所：Direkt Marketing Deutschland（Deutsche Post）,１９９９, p.１８
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４．２ 業種別ダイレクト・マーケティング利用状

況

１９９８年においてサービス企業の６８％、小売業の

６６％がダイレクト・マーケティングを実施してい

る。小売業の割合は、１９９７年から１９９８年にかけて

４ポイントと減少したが、小売業のダイレクト・

マーケティング広告費は、表２のとおり１３９億ド

イツマルク（７，５９９億円）で最も多くの割合を占

める（図５参照）。

４．３ 従業員規模別ダイレクト・マーケティング

利用状況

従業員５００人以上の企業の４分の３（７６％）が、

ダイレクト・マーケティングを利用している。し

かし、小企業（従業員５０人未満）も５８％がダイレ

クト・マーケティングを利用している（図６参照）。

５ 顧客データベースの管理

ダイレクト・マーケティング実施企業の７９％は、

顧客データベースを利用している。業種別内訳を

みると、サービス業では８３％、製造業では７８％、

図６ 従業員規模別ダイレクト・マーケティング実施率

出所：Direkt Marketing Deutschland（Deutsche Post）,１９９９, p.３０

表２ １９９８年業種別ダイレクト・マーケティングユーザー数・広告費

ユーザー数

�社

総広告費

（１０億ドイツ

マルク）

１ユーザー

平均広告費

（ドイツマルク）

利 用 媒 体

順 位

１ 位 ２ 位 ３ 位

小 売 業 １９０，０００ １３．９ ７４，０００
あて名郵便

６２％

電 話

６１％

リスポンス・エレメント付新聞・
雑誌広告／サプリメント

３４％

サービス １８２，０００ １２．８ ７１，０００
電 話

６５％

あて名郵便

５９％

双方向サービス

４４％

製 造 業 １５８，０００ １０．３ ６６，０００
電 話

５７％

あて名郵便

４９％

リスポンス・エレメント付新聞・
雑誌広告／サプリメント

２９％

計 ５３０，０００ ３７．０ ７１，０００
電 話

６１％

あて名郵便

５７％

リスポンス・エレメント付新聞・
雑誌広告／サプリメント

３３％

出所：Direkt Marketing Deutschland（Deutsche Post）,１９９９, p.３０

１１５ 郵政研究所月報 ２０００．９



74％�

86％�
87％�

65％�

70％�

75％�

80％�

85％�

90％�

50～200万�
ドイツマルク未満�

200～5,000万�
ドイツマルク未満�

5,000万�
ドイツマルク以上�

�

小売業では７５％となる。

顧客データベースの利用状況は、企業の売上げ

に依存する傾向にある。売上高２００万ドイツマル

ク（１億円）以上のダイレクト・マーケティング

実施企業の８６％は、顧客データベースを保有して

いる（図７参照）。

顧客データベースに含まれるデータ数は、平均

で個人情報アドレス９，７００、潜在需要企業１３，４００

である。産業別ではサービス業が最も多くの情報

を保有している。また、売上高規模の大きい企業

ほど多くの情報を保有している（表３参照）。

６ リスポンス・エレメント

（Response Element）

EMNIDとDDVは、１９９７年と１９９８年にリスポン

ス目的の広告に関して２つの調査を行った。４１の

書名を３つのジャンルに分類し、そのうち１／４

頁を超える大きさの広告物８，０３４（１９９７年：７，６７１）

についてリスポンス・エレメントとして何を掲載

しているかを調べた。

１９９８年に出版されたすべての印刷物広告の

７１．１％は、会社の住所、電話番号、FAX番号、

e―mailなど、少なくとも１つ以上のリスポンス・

図７ 売上高による顧客データベースの利用割合

出所：Direkt Marketing Deutschland,１９９９, p.９４

表３ 顧客データベースの保有データ数

個人平均アドレス数 企業平均アドレス数

総 平 均 ９，７００ １３，４００

商 業 ５，７００ ４，４００

サ ー ビ ス １９，０００ ２９，０００

製 造 業 ６，０００ ４，０００

５０～２００万ドイツマルク未満 ５，２００ １３，１００

２００～５，０００万ドイツマルク未満 １１，０００ １３，２００

５，０００万ドイツマルク以上 ２２，００００ ２７，１００

出所：Direkt Marketing Deutschland,１９９９, p.９５
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エレメントを含んでいた。１９９７年では６５．３％で

あった。

１９９８年において、リスポンス・エレメントを明

示している部門別割合は、表４のとおりである。

掲載されたリスポンス・エレメントとしては、

電話が最も人気の高いリスポンス手段であるが、

インターネットが１９９７年から１９９８年にかけて非常

に伸びている（図８参照）。

７ ダイレクト・メール（DM）

７．１ DM広告費

DM広告費は１９９７年から１９９８年で１．７％増（１１９

億ドイツマルク（６，５０５億円））となった。伸び率

は旧西ドイツでは４．７％増（１１２億ドイツマルク

（６，１２３億円））、旧東ドイツでは３０．０％減（７億

ドイツマルク（３８２億円））とかなりの差がある。

旧西ドイツにおける１社当たり平均DM広告費

は、１９９４年から１９９８年にかけて、安定的に推移し

表４ リスポンス・エレメントの部門別掲載率

１９９８ 掲載率 １９９７ 掲載率

１ 教育 １００．０％ １ 教育 １００．０％

２ フェア、セミナー ９６．７％ ２ 電子データ処理 ９４．０％

３ 家具 ９４．９％ ３ フェア、セミナー ９３．１％

４ 電子データ処理 ９４．７％ ４ 家具 ９１．３％

５ 住宅 ９２．４％ ５ 住宅 ８８．５％

６ 保険 ９２．４％ ６ 保険 ８７．９％

７ エネルギー ９０．５％ ７ エネルギー ８６．２％

８ 旅行代理店 ８４．４％ ８ 電気通信 ８０．９％

９ 電気通信 ８３．４％ ９ 旅行代理店 ７８．１％

１０ 園芸 ８２．３％ １０ 金融 ７７．０％

出所：DDV／EMNID: Anzeigen mit Response. Direktwerbung in Printmedien１９９８, p.４２

図８ 掲載されたリスポンス・エレメント

出所：DDV／EMNID: Anzeigen mit Response. Direktwerbung in Printmedien１９９８, p.２０
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旧東ドイツにおける平均DM広告費が低い理由

として、�１旧東ドイツにおける多くの企業は小企

業、�２ダイレクト・マーケティングを積極的に行

う業種が旧東ドイツでは未成熟であることがあげ

られる。

ドイツ全体でDMを利用している企業１社当た

りの平均DM広告費は、１９９７年が３８，０００ドイツマ

ルク（２０７万円）で１９９８年は４０，０００ドイツマルク

（２１８万円）であった。

７．２ DMとその他の媒体の複合利用

DMとテレマーケティングは最もよく併用され

る（DMを送付する企業の６１％がテレマーケティ

ングを使っている。）。

７．３ ドイツポストの取組

�１ 料金割引サービス

あて名DMの代表的な割引サービスとしては、

インフォポストとインフォブリーフがある。イン

図９ DM広告費の推移（１０億ドイツマルク）

１９８８：西ドイツの会社のみ 売上げ５万DM以上
１９９４：旧西ドイツの会社のみ 売上げ５０万DM以上
１９９７：旧東西ドイツの会社 売上げ５０万DM以上
１９９８：旧東西ドイツの会社 売上げ５０万DM以上
出所：Direktmarketing Deutschland１９９９（Deutsche Post）, p.５８

図１０ １社当たりDM広告費（ドイツマルク）

出所：Direktmarketing Deutschland１９９９（Deutsche Post）, p.５８
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フォポストは、同一内容の郵便物４，０００通以上を

郵便番号により事前区分等すれば、２０gまでの標

準サイズでは書状料金（１．１０マルク）比で５７．３％

の割引率となる。インフォブリーフは、同一内容

の郵便物を最低５０通以上差し出すことが要件とさ

れ、２０gまでの標準サイズで２７．３％の割引率とな

る。

これ以外にも企業顧客向けに新たなサービスを

提供している。例えば、１９９８年から開始のサービ

ス（Postwurf Spezial）は、ドイツ・ポストの顧

客データベースにより当該商品・サービスに関心

があると思われる世帯を選別し、試験的にDMを

発送することにより商品・サービスの反応の善し

悪しを事前に確認することができる。１９９８年度に

おいては、１億７，０００万通の実績があった。

�２ DM販売促進策

１９９８年度において約４，０００社がInfopost Man-

ager softwareを利用している。これはCD―ROM

で利用可能で、ソフトウェアの中には郵便料金に

加え、インフォポストとインフォブリーフの差出

要件等の情報がはいっている。また、５，５００社以

上のドイツポストの顧客がProspekt―Service

softwareを利用している。このソフトウェアであ

て名なし郵便物の料金を計算できる。

ドイツポストは、毎年、ダイレクト・マーケ

ティングに関するモニター調査を実施し、その結

果を冊子「Direktmarketing Deutschland」やド

イツポストのホームページに公表するほか、手帳

サイズのダイジェスト版も作成している。

ドイツポストは、国内に３９のダイレクトマーケ

ティング・センター（Direkt Marketing Center）

を設置し、DMの作成方法や顧客獲得策のほか、

セミナーや講習会を開催するなどあらゆる顧客を

対象として支援・助言を行っている。特に、ダイ

レクトマーケティングを始めたい、強化したいと

いう中小企業からの申し出があったとき、無料で

郵便物の要件確認、DMの効果を高める方法など

の助言を行っている。

７．４ DDV（Deutscher Direktmarketing Ver-

band，ドイツダイレクト・マーケティン

グ協会）の役割

DDVは広告代理店、リストブローカー、DM制

作者、印刷会社及びデータベース業者からなる会

員で構成される非常に強力な組織で１９４８年に設立

された。

DDVは、国内外で活発に陳情活動を行ってい

る。そのPR活動は、マスメディアと個人消費者

に的を絞る。しかし、DDVは業界の利益を表明

図１１ DMと他媒体の組合せ

出所：Direktmarketing Deutschland１９９９（Deutsche Post）, p.６１
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するだけではなく、消費者の利益をも支援する。

いわゆるロビンソン・リストは、DDVによって

存続している。広告郵便物を受け取りたくないす

べての消費者は、このリストに自分の名前を登録

することができる。リスト掲載の希望があった場

合、広告やダイレクト・マーケティングの良さを

記載した情報を申請者へ送付して、それでもリス

ト掲載を希望するかどうかを再度確認している。

４１万人以上の氏名がリストに掲載されており年４

回更新される。その他、あて名なし郵便物や広告

郵便物を希望しないとき、広告郵便お断りラベル

を郵便受箱に貼ることでも保護される。

７．５ DMの将来

１９９９年、ダイレクトマーケティング専門業者３０

社に面会したところ、DMは以下の理由からビジ

ネスにとって最も重要な広告として今後存続する

と回答した。

�１ DMは、お得な情報を与える。

�２ DMは、目標グループに到達するのに最もよ

い方法である。

�３ DMは、市場テストや調査を行うとき、最も

効率的な結果を得られる。

�４ DMは、イメージを確立することに適してい

る

�５ 消費者は、DMからよい体験を積み重ねてき

ている。

ダイレクトマーケティング専門業者の１９％は、

２００１年まであて名DMは高い成長を続けると考え

ている（４１％は、双方向サービスが最も高い成長

率を示すだろうと予想している。）。

（出所：Direktmarketing Deutschland １９９９、

１２７頁）

Ⅱ 英 国

１ はじめに

英国では、多くの広告主がキャンペーン効果を

正確に測定できる媒体として、ダイレクト・マー

ケティング媒体～DM、テレマーケティング、ダ

イレクト・リスポンス付テレビ・印刷物・ラジオ

～に注目を寄せている（１９８０年代の経済不況を契

機にコスト意識が高まり、費用対効果を厳しくみ

るようになった。）。

英国には広告やダイレクト・マーケティングに

影響を与える多くの法律に加え、様々な自主規制

があることで有名である。広告基準協会（Adver-

tising Standard Authority, ASA）は、自主規制

機構としては世界最高レベルである。英国広告及

び販売促進綱領（British Code of Advertising and

Sales Promotion）を遵守しているかどうか監視

する主要団体である。綱領は、DMを含む媒体

（放送広告を除く。）へ適用される。

リスト正確性とデータ品質は全体的に高い。ほ

とんどのファイルは、郵便番号が正確に付定され、

配達率９９％を保証する。編集リストは、配達不能

率が高いが、これは価格次第で大きく異なる。

B―to―Bリスト市場は、大手出版グループに

よって支配される。これらグループは、企業特性

と職能により企業読者を分類している。

リスト交換は、出版社、セミナー団体、慈善団

体間でよく行われる。消費者リストは、１，０００名

当たり１００～１７０ドルでレンタルできる。B―to―B

リストは、１，０００社当たり１５０～２７０ドルでレンタ

ルできる。より安いリストは、一般的に編集リス

トである。

レンタルしたリストを再使用する場合、リスト

所有者の特別の許可が必要である。すべての郵便

物データは、リスト所有者と管理者によって

１２０郵政研究所月報 ２０００．９



チェックされるとともに、業界実施綱領を遵守し

なければならない。

（出所：The HANDBOOK of INTERNA-

TIONAL DIRECT MARKETING Fourth Edi-

tion, UNITED KINGDOM）

２ ダイレクト・マーケティング広告費

１９９８年ダイレクト・マーケティング広告費は、

対前年比１５％増で８３億ポンド（１，５２９億円、IMF

による１９９９年平均レート１ポンド＝１８４．３３円で計

算。以下同じ。）となった。DMとテレマーケティ

ング広告費で全体のダイレクト・マーケティング

広告費の半分近く（４７．７％）を占める。

最も明らかな変化は、ダイレクト・マーケティ

ングがマーケティング活動の主流になってきたこ

とである。それまでのダイレクト・マーケティン

グは、顧客や見込客に対し後ろめたい印象があっ

た。

しかし、市場が成熟化した中で、厳しい競争に

打ち勝つためには、優良顧客と相互理解を深める

というダイレクト・マーケティングの経営理念が

不可欠となってきた。この考え方がマーケターに

浸透し、１９９６年頃からDMの位置づけを進歩させ

た。コールセンターの驚異的な成長、ダイレク

ト・テレビ投資の増加により、顧客との対話がま

すますしやすくなっている。

２．１ テレマーケティング

１９９７年広告費は対前年比４０％増の１，８３５百万ポ

ンド（３，３８２億円）であった。驚異的な勢いで増

加している理由として、�１テレマーケティング代

理店の売上が急激に伸びていること、�２新規参入

が相次ぐ競争環境下、BT（英国電気通信株式会

社）がフリーダイヤル、地域割引料金、特別電話

表５ ダイレクト・マーケティング広告費（百万ポンド）

１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

DM* １０４９ １１３５ １４８９ １６２８ １７５４．５

テレマーケティング １００６ １１７５ １３０５ １８３５．１ ２２３２．３

データ・ベースマーケティング N／A ５４８ ６０２ ６９５．３１ ７４７．５

購読契約雑誌 ２１ ２２ ２６ ３８．６４ ４０

ドア・ツー・ドア １８０ ２３３ ２６４ ３５３ ４０２．５

折 込 ２１３．６ ２１６ ２４９．５ ２６２ ２９４．７

全国紙 ６３８．３３ ７８６ ６２４ ６７４ ４８６．８

雑 誌 ５６７．５８ ６１６ ５１９ ３８４．３ ３７１．７

地方紙 ３１５ ３２５ ３４６ ３７５．５ ４６０．３

テレビ ２３７．２ ３９８ ５５１ ６４３．３ １０４７．５

ラジオ ７９．１６ ４７ １００ １４１．５ １７１．３

映 画 １．８９ ２ ３ １．６５ １．９

屋外／交通 ２２．６８ ４５ ５１ １１８．２ ２０２．７

ニュー・メディア N／A ５０ ６３ ９０．６５ １３６

カタログ １７５ N／A N／A N／A N／A

計 ４５０６．４４ ５５９８ ６１９２．５ ７２４１．１５ ８３４９．７

＊１９９６年からのDM広告費はインバウンド・メールを含む。
出所：DMA Census

１２１ 郵政研究所月報 ２０００．９



番号サービスを提供し、テレマーケティングがよ

り使いやすい環境になったことがあげられる。

２．２ データベース・マーケティング

１９９７年広告費は対前年比１５％増の６９５百万ポン

ド（１，２８１億円）であった。経費的には、DM・

テレマーケティング・消費者雑誌の広告取扱量増

大というプラス面と取扱手数料減というマイナス

面が引っ張り合っている。しかし、中小企業の多

くが顧客データベースを持っていること、及びロ

イヤルメール公表のDM物数には３，０００通未満は

カウントされていないことを考えると、この数字

は過小評価と思われる。

２．３ ドア・ツー・ドア

the Association of Household Distributorsによ

れば、ドア・ツー・ドアで家庭へ配達された物品

は、１９９７年で６５億個に達する。印刷費、制作費、

配送費を含めた総費用は、５０５百万ポンド（９３０億

円）になった。このうち、ダイレクト・マーケ

ティング広告費は、３５３百万ポンド（６５０億円）で

総費用の約７０％となっている。

２．４ 折 込

DMA Inserts Councilの推計によれば、１９９７年

広告費は２６２百万ポンド（４８２億円）であった。雑

誌の発行誌数増加と増収確保のための新聞社の投

資を背景に、ダイレクト・マーケティング媒体と

して重要な位置を占め、成長し続けている。

２．５ 全国紙

１９９７年広告費は６７４百万ポンド（１，２４２億円）で、

対前年比８％増であった。新聞発行部数や購読者

数減少にもかかわらず、企業のマーケティング部

門拡充や１紙・誌当たりの広告量の増加を受け、

広告費は増加している。

２．６ 雑 誌

英国において雑誌は人気の高い成長媒体の一つ

で、広告費は１９９７年３８４百万ポンド（７０７億円）で

あった。さまざまなジャンルの豊富な種類の雑誌

を通じ、マーケターは潜在顧客に訴求することが

できる。

２．７ 地方紙

１９９７年広告費は３７５百万ポンド（６９１億円）で、

対前年比８．５％増であった。全国紙と同様に新聞

発行部数は減少し続けている。特に、大半を占め

る夕刊は１９８７年から１９９７年にかけて２３％も発行部

数が減った。

２．８ テレビ

１９９７年広告費は対前年比１６．６％増の６４３百万ポ

ンド（１，１８５億円）であった。１９９８年のデジタル

放送開始により、テレビ市場は活性化している。

２．９ ラジオ

１９９７年広告費は対前年比４０．６％増の１４１百万ポ

ンド（２５９億円）であった。４０％増の伸び率はテ

レマーケティングに匹敵する。商業ラジオチャン

ネルの拡大自由化を受け、短波・長波放送局で広

告費が飛躍的に伸びた。

２．１０ 屋外・交通

１９９７年広告費は１１８百万ポンド（２１７億円）であっ

た。１９９６年は５１百万ポンド（９４億円）だった。急

増した理由は屋外・交通にかかる総広告費のうち、

推計に当たって、ダイレクト・マーケティング構

成比を１９９６年の１２％から２４％へ改正したためであ

る。

３ ダイレクト・マーケティング成長の背景

英国DMA（Direct Marketing Association）で
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は、以下の理由からダイレクト・マーケティング

は今後も成長し続けると予想する。

�１ 新しい媒体（インターネット、ケーブルテレ

ビ）は、顧客との双方向性を内包している。

�２ 中小企業にとってダイレクト・マーケティン

グはより使いやすく、効果的になっていく。

�３ 単身者世帯の増加（２００５年には全世帯の３０％

を占める。）やライフスタイルの個性化により、

ダイレクト・マーケティングが更に発展する。

�４ 共働き世帯、単身者世帯の増加に伴い、時間

を有効に使う必要性に迫られた人がますます多

くなる。

�５ キャッシュレス取引の増大により、顧客情報

の科学的分析に基づく顧客選別が可能になって

きた。

�６ 多くの選択肢や情報がある中で、新たな商標

忠実度（ロイヤルティ）を育成するためには、

ダイレクト・マーケティングが適している。

また、英国DMAでは、ダイレクト・マーケ

ティング発展のための重要な３項目として以下の

ものをあげている。

�１ 合法的・論理的なダイレクト・マーケティン

グ活動を展開すること。

�２ ダイレクト・マーケティングに関する正確な

知識と他のマーケティング活動との利用方法を

広めていくこと。

�３ ダイレクト・マーケティングの物的資源

（physical resources）と専門的技能を十分に

活用すること。

４ 中小企業のダイレクト・マーケティング利用

DMAウェスト・コンソーシアムの支援を受け、

西イングランド大学（University of the West of

England）のWarwick Jones ＆ Sue Middletonに

よって、１９９８年２月に中小企業を対象とするダイ

レクト・マーケティング調査が行われ、５，０００企

業に郵送し５５７の回答を得られた。中小企業の定

義は、従業員１０人未満のミクロ企業、１０～９９人を

小企業、１００～４９９人を中企業とした。

１０社のうちほぼ６社（５９％）は、ダイレクト・

マーケティングを利用している。中小企業は７１％、

ミクロ企業は５１％であった。業種では最も利用が

高いのが、印刷／出版業で８３％、自動車とレ

ジャー団体が平均より高い７２％である。

金融サービスはわずか３８％と低水準であった。

しかし、金融サービスの場合、マーケティング活

動を集中化しているのが影響していると思われる。

全国的には、金融サービスは、ダイレクト・マー

表６ 顧客データベースとダイレクト・マーケティング利用

項 目 YES回答率

顧客データベースを利用している ７９％

ダイレクト・マーケティングを行っている ５９％

顧客データベースを使ってダイレクト・マーケティングを行っている

―中企業

―小企業

５３％

６８％

６０％

顧客データベースを利用しているが、ダイレクト・マーケティングを行っていない ２６％

ダイレクト・マーケティングを行っているが、顧客データベースを利用していない ５％

顧客データベースを持っていないし、ダイレクト・マーケティングも行っていない １５％

回答数：５５７社
出所：Direct West（http：／／www.directwest.org.uk／index.htm）
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ケティングの最大ユーザーであり、DM物数の３

分の１を占める。

ダイレクト・マーケティングの目的として１０社

に９社（９２％）は、新規顧客を獲得するためとし

ている。３分の２（６５％）が既存客を保持するた

めとしている。３５％はクロスセーリング（cross―

selling）のためとし、金融機関が４６％で最も高く、

自動車（４５％）、印刷／出版（４２％）と続く。

ダイレクト・マーケティングを利用する戦略上

の理由として、２７％が顧客満足を高めることを、

２６％が企業ニーズの変化をあげている。

ダイレクト・マーケティングの利点として、顧

客選別（７４％）が最も多く、続いて、企業業績の

伸長（４７％）、顧客ニーズと広告効果がわかる

（３４％）、顧客管理能力アップ（３０％）があげら

れる。

１０社に４社は、ダイレクト・マーケティングが

現在、企業の重要課題であるとし、５８％は将来的

にも重要であるとしている。

５ ダイレクト・メール（DM）

５．１ DMを取り巻く環境

�１ 広告媒体の変化

・あふれるほどのマーケティング広告の露出

・伝統的媒体の多タイトル化・専門化

・広告主からの広告測定効果の要望増（１９８０年代

の不況を契機にコスト意識が高まり、費用対効

果を厳しくみるようになった）

�２ 企業文化の変化～リレーションシップ・マー

ケティングの進展

競争激化、市場の成熟化を背景として既存顧

客、特に優良顧客を他社へ取られないようにす

ることが企業戦略の柱となり、顧客と良好な関

係を保つことが重要と企業が認識

�３ 技術革新に伴う顧客データベースの能力増大

情報技術の進展により、データ処理能力が飛

躍的に向上

５．２ 主要統計（表８～１０）

世帯別月間受取通数は社会経済的分類と関連性

がある。富裕なAB世帯は全世帯平均よりもかな

りDMの受取通数が多い（表１０参照）。

５．３ DMのリスポンス率

Direct Mail Information Service５）（DMIS）は、

１９９３年以来リスポンス率に関する調査研究を行っ

ている。英国の業種を代表するものをサンプリン

グし、１，２９１キャンペーン情報を集めた（１９９８年１２

月から１９９９年２月までの間、電話インタビューを

行った。）。３０％超リスポンス率のあったキャン

ペーンを除外した平均リスポンス率は６．９％で

あった。リスポンス率調査は、１９９３年から毎年行

表７ ダイレクト・マーケティング利用目的

項 目 YES回答率

新規顧客を獲得するため ９２％

他社へ逃げないよう既存客を保持するため

―レジャー

―自動車

―印刷／出版

６５％

７７％

７０％

７０％

回答数：５５７社
出所：Direct West（http：／／www.directwest.org.uk／index.htm）

５）DMISのホームページ（http：／／www.dmis.co.uk）ではThe Direct Mail Information Service（DMIS）has been managed by the
HBH Partnership Ltd. since its conception in １９９１．と自己紹介している。
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表８ 消費者・企業DM物数とDM広告費

消費者DM

物数（百万通）

企業DM

物数（百万通）

計

（百万通）

DM広告費

（百万ポンド）

１９８６ ９７６ ４２５ １４０１ ４７４

１９８７ １１６１ ４６５ １６２６ ４８３

１９８８ １２２１ ５４５ １７６６ ５３０

１９８９ １４４５ ６７２ ２１１７ ７５８

１９９０ １５４４ ７２８ ２２７２ ９３０

１９９１ １４３５ ６８７ ２１２２ ８９５

１９９２ １６５８ ５８８ ２２４６ ９４５

１９９３ １７７２ ６６４ ２４３６ ９０４

１９９４ ２０１５ ７１５ ２７３０ １０５０

１９９５ ２７９８ ７０７ ２９０５ １１３５

１９９６ ２４３６ ７３７ ３１７３ １４０４

１９９７ ２７００ ８８７ ３５８８ １６３５

１９９８ ３１２３ ８９１ ４０１４ １６６５

注：ここでのDMとは郵便を通じて配達されたあて名広告郵便物である。
出所：Royal Mail

表９ 差出業種別消費者DM物数シェア 単位：％

業 種 １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

通 信 販 売（注１） １８．２ １５．３ １４．６ １４．７

銀 行 １１．１ １１．４ １１．１ １１．９

小売／ストアカード １０．３ １１．４ １０．９ １１．４

保 険 ８．３ ９．３ １０．７ １０．４

慈 善 ６．８ ７．３ ８．３ ７．８

公 益 ７．２ ６．１ ５．７ ５．７

雑 誌 ／ 新 聞 ４．３ ５．２ ５．５ ３．９

ブッククラブ（注２） ３．５ ４．１ ３．５ ３．５

製 造 業 ２．７ ２．８ ３ ３．４

建 設 業 ２．３ ２．３ １．９ １．６

政 府 １．６ １．１ １ １．１

教 育 ０．５ ０．４ ０．４ ０．４

そ の 他（注３） ２３．２ ２３．３ ２３．３ ２４．２

計 １００ １００ １００ １００

注１：DM全体量が急激に増えてきた結果、相対的に通信販売シェアが低下した。
注２：会員である消費者個人やビジネスマンあてにDMで本・CD・ビデオのリストを提供し、販売する。
注３：「その他」業種として娯楽、金融投資、FMCG（Fast Moving Customer Goods，最寄品）など。
注４：消費者からの要請により差し出すDMのシェアは全体の９．２％
出所：Royal Mail Consumer Panel
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表１０ 世帯別月間平均受取通数―１９９８

ダイレクト・メール パーソナル・メール リーフレット／クーポン フリーペーパー 計

全 世 帯
１１通

１９．５％

３１通

５４．５％

１０．９通

１９．１％

３．９通

６．９％

５６．８通

１００％

Ａ Ｂ 世 帯
１７．７通

２１．２％

４６．９通

５６．１％

１４．７通

１７．６％

４．３通

５．２％

８３．６通

１００％

Ｃ １ 世 帯
１１．９通

１９．９％

３２．１通

５３．６％

１１．８通

１９．７％

４．１通

６．８％

５９．９通

１００％

Ｃ ２ 世 帯
９．５通

１８．５％

２８．８通

５６．１％

９．３通

１８．２％

３．７通

７．２％

５１．３通

１００％

Ｄ Ｅ 世 帯
７．４通

１７．７％

２２通

５２．５％

８．８通

２１％

３．７通

８．８％

４１．９通

１００％

注：AB―Upper／Middle Class, C１―Lower Middle Class, C２―Skilled Working Class, DE―Lowest Level Of Subsidence
出所：Royal Mail Consumer Panel

表１１ 媒体別リスポンス率

過去にリスポンスした

経験率（％）

昨年１年間の

リスポンス経験率（％）

サンプル数 ６０７

DM ６１ ４３

新聞・雑誌 ５５ ３８

リーフレット ３１ １６

テレビ １９ １０

ラジオ ７ ３

発信型テレマーケティング ５ ４

インターネット ３ ２

出所：Consumer Trends１９９９

図１２ DMと合わせて利用した媒体―消費者キャンペーン

根拠：６４０
出所：１９９９Response Rates Survey, DMIS
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われている。

５．４ 媒体別リスポンス経験率

DMのこれまでのリスポンス経験率は６１％で

あった。この率はリーフレット、テレビ、ラジオ、

発信型テレマーケティングを合わせた率とほぼ同

じである（表１１参照）。

５．５ DMと合わせて利用した媒体

消費者・企業キャンペーンともにDM単独で利

用するケースが最も多く、続いて新聞・雑誌広告

を併用するケースが多い（図１２．１３参照）。

５．６ ロイヤルメールの取組

�１ ウェブサイトでの情報提供

ロイヤルメールのウェブサイト（www.royal-

mail.co.uk）には、DMに関するあらゆる情報が

掲載されている。欧州主要国の中では、最も充実

した情報を提供している国の１つである。

�２ 住所データ管理サービス

�１ 郵便番号住所ファイル（Postcode Address

File、PAF）

ロイヤルメールの郵便番号住所ファイル（Post-

code Address File、略称PAF）は、２，６５０万件に

及ぶ包括的な住所データベースである。データ

ベースは、１５０万社超の企業、１７０万件の郵便番号、

１２４の郵便番号エリアを対象とする。ロイヤル

メールは、企業の住所データベースの構築支援を

目的として、このファイルを利用して住所管理

サービスを提供している。

�２ 全国転居情報通知サービス（National Change

of Address（NCOA））

英国では、毎年人口の１０％が住所を変更してい

る。全国転居情報通知サービスは、転居した氏名

や住所に関するデータベースを活用し、企業の

データベース更新を支援する。メーラーは、アド

レス管理センター（Address Management Ad-

dress AMC）からライセンスを受けたサービス・

ビューロに自社のデータベースを送付する（サー

ビス・ビューロはAMCにライセンス料を支払

う。）。

�３ 企業顧客コミュニケーション・センター

（Business Customer Communicatiion Centre）

平日の午前８時から午後６時まで企業からDM

を始めとする郵便利用に関する質問や資料請求を

受け付ける。専門スタッフが郵便、電話、Fax、

図１３ DMと合わせて利用した媒体―企業キャンペーン

根拠：５０２
出所：１９９９Response Rates Survey, DMIS
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電子メールでの質問に対応する。

Ⅲ フランス

フランスは、ヨーロッパの中でダイレクト・

マーケティングが最もよく発展し、革新的な展開

をする国の１つである。ミニテル（Minitel）は、

ネットワークとリスポンスを兼ね備えた、フラン

ス情報＆テレショッピング・システムで、約６５０

万世帯に導入されている。

フランスでは広範囲なリスポンス・リストをレ

ンタルできる。１千件当たり９００フラン（１４，６７０

円、IMFによる１９９９年平均レート１フラン＝

１６．３０円で計算。）が相場で、電話帳や自動車登録

ファイルからの編集リストの場合、その３分の１

のコストでレンタルできる。リストの質は全体的

に高いが、磁気テープを輸出することは規制され

ている。企業リストのレンタルや交換は交渉次第

である。

多くのフランス人は８月に長期休暇をとるので、

この月に新しい事業契約を結ぶのは難しい。企業

マネージャーは、一般的に母国語を話すことを好

む。フランス人に対しては、正しいフランス語の

文法で伝えることが大変重要である。郵便物を送

付するときは、ネイティブ・スピーカーやプロの

翻訳家による校正を受けることが望ましい。

（出所：The HANDBOOK of INTERNA-

TIONAL DIRECT MARKETING Fourth Edi-

tion, FRACE,）

１ ダイレクト・マーケティング広告費

ダイレクト・マーケティング広告費は、郵便

DM、メディアDM（テレビ、ラジオ、印刷物）、

電話DMの３つのグループに分けられる。

郵便DMは、１９９７年ダイレクト・マーケティン

グ広告費の７９％を占める。このうち、あて名DM

は３３％を占める。メディアDMは１９９６年までわず

かに減少していたが、１９９７年では急増という新た

な局面を迎えた。電話DMはいまだ７％とごくわ

ずかのシェアである。

表１２ ダイレクト・マーケティング広告費

百万FF １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ ９８／９７
１９９８

構成比

あて名DM １６，４５５ １６，５３９ １７，４４１ １８，６３４ ２０，５２０ １１．０％ ４０．５％

あて名なしDM １２，９８４ １４，０２７ １５，９０６ １６，０１８ １７，１８４ ７．２％ ３３．９％

カタログ＊ １，９０２ ２，０３３ １，９２２ ２，００６ ２，１０２ ４．７％ ４．１％

《Asile―colis》＊＊ ３２３ ３７１ ３３６ ３５２ ３３６ －４．５％ ０．７％

DM総広告費

（郵便DM）

３１，６６３ ３２，９７０ ３５，６０５ ３７，０１０ ４０，１４２ ８．４％ ７９．２％

ダイレクト・テレビ １，８０６ ２，１５４ ２，３４４ ３，０４３ ２，９１７ －４．１％ ５．８％

ダイレクト・印刷物 ３，０７４ ２，２７０ １，６８９ ２，２５３ ２，４２６ ７．６％ ４．８％

ダイレクト・ラジオ ８４９ １，１５０ １，２８１ １，２６７ １，５１０ １９．１％ ３．０％

伝統的媒体総広告費

（メディアDM）

５，７２８ ５，５７４ ５，３１３ ６，５６４ ６，８５３ ４．４％ １３．５％

電話DM ２，２１０ ２，５８４ ３，２２０ ３，４４５ ３，６３４ ５．４％ ７．２％

総 計 ３９，６０１ ４１，１２８ ４４，１３８ ４７，０５９ ５０，７０９ ７．７％ １００％

＊カタログは重量２５０gから３kgまでの書類をいう。
＊＊Asile―colis は通販で届く小包に入れてある広告（チラシ等）をいう。
注：１９９４年の推計方法が１９９５年から異なっていることに注意。
出所：UFMD推計 NA：non available
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２ あて名DM

あて名DMは最も重要な媒体である。１９９８年に

おいてダイレクト・マーケティング総広告費の

４０．５％を占める。

３ あて名なしDM

フランスは、ヨーロッパ最大のあて名なしDM

市場国である。

４ カタログ

表１１ あて名DM物数と広告費

１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ ９８／９７

あて名物数（百万通） ３，７４８ ３，６４３ ３，７０３ ３，８４２ ４，０００ ４．１％

１通当たり広告費（FF）＊ ４．３９ ４．５４ ４．７１ ４．８４ ５．１３ ６．０％

総広告費（百万FF） １６，４５５ １６，５３９ １７，４４１ １８，５９５ ２０，５２０ １０．３％

＊１９９８年の広告費の内訳：郵便料金（３９％），住所データベース費用（１１％），制作費（５０％）
出所：UFMD推計

表１４ あて名なしDM物数と広告費

１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ ％９８／９７

あて名なしDM物数（百万通） １６，００２ １７，２００ １８，２００ １８，２９２ １８，７００ ２．２％

ラ・ポスト配達（百万通） ６，０１１ ６，４２０ ６，５８２ ７，０５０ ND ―

民間配達（百万通） ９，９９２ １０，７８０ １１，６１８ １１，６５０ ND ―

総広告費（百万FF） １２，９８５ １４，０２７ １５，９０５ １６，０１８ １７，１８４ ７．２％

配送費（百万FF） ３，６７７ ３，９７２ ４，２４３ ３，７４０ ３，７４９ ０．２％

制作費（百万FF） ９，３０７ １０，０５６ １１，６６３ １２，２７７ １３，４３４ ９．４％

出所：UFMD推計

表１５ カタログ物数と広告費

１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

カタログ物数（百万） １０９ １０８ ９９ １０５ ９７

ラ・ポスト配達（百万） ９８ ９６ ８９ ９２ ８５

民間配達（百万） １１ １２ １０ １３ １２

総広告費（百万FF） １，９０２ ２，０３３ １，９２２ ２，００５ ２，１０２

配送費（百万FF） ７０８ ７２９ ７４８ ７８８ ６８２

制作費（百万FF） １，１９４ １，３０４ １，１７４ １，２１７ １，４１９

出所：UFMD推計
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５ 主要広告業種

５．１ あて名DM

５．２ あて名なしDM

表１８は、あて名なしDMのマス・マーケターを

対象とした数字で、UFMD household panelの委

託を受けARBALETによって調査されたもので

ある。

６ リスポンス率

フランスには英国のような詳細なDMリスポン

ス率に関する情報はないが、ラ・ポスト提供のも

ので電話と郵便の複合利用に関するリスポンス率

を紹介する（表１９）。

表１６ 業種別あて名DM物数、キャンペーン数及び企業数

４１ first weeks

１９９８
郵便物数（通）

％
キャンペーン数

％
企業数�社

％

流 通＊ ４７１，４０７，６６１ ２１ １，２９１ １３ ７２ ３

製 造 業 ４５６，５０４，４３５ ２０ １，９３２ １９ ５２２ ２０

印刷／出版 ３４１，４７０，１６１ １５ １，５７７ １６ ３６９ １４

日 用 品 ３０３，７４６，３７１ １３ １，３４６ １３ ３７８ １４

金融サービス ２２６，６２２，１７７ １０ １，２７０ １３ ２２３ ９

保 険 １５８，６２６，２１０ ７ ７９２ ８ ２４６ ９

慈 善 団 体 １２４，１６２，５００ ５ ５６６ ６ １４９ ６

旅行業界／輸送／レジャー ９０，５３７，０９７ ４ ７１３ ７ ４３５ １７

電気通信／情報技術 ５３，５５８，４６８ ２ １７０ ２ ４０ ２

自動車産業 ３６，３２６，６１３ ２ ２１４ ２ ９３ ４

そ の 他 ２０，９５７，６６１ １ １３１ １ ８１ ３

計 ２，２８３，９１９，３５４ １００ １０，００２ １００ ２，６０８ １００

＊大手通販専門企業１１社を含み、これら企業で物数の１８％を占める。
注１：１キャンペーン当たりの発送通数は平均で２３万通である。
注２：４１first weeksとは年５２週間のうち最終の４１週間までのデータを示す。
出所：étude IPSOS―NFO／UFMD１９９８

表１７ 形態別あて名DM物数、キャンペーン数及び企業数

４１ first weeks １９９８
郵便物数（通）

％
キャンペーン数

％
企業数�社

％

通 信 販 売 １，７３１，７５４，８３９ ７６ ６，８６０ ６９ １，２９５ ５０

企業イメージ／コミュニケーション ３２８，２４３，５４８ １４ １，８３９ １８ ７０３ ２７

間 接 販 売 ２４７，６７２，９８４ １１ １，４６３ １５ ６４１ ２５

後 援 １５６，１１１，２９０ ７ ６６１ ７ １３５ ５

商品知識付与 ９５，７５３，２２６ ４ ３７４ ４ １１１ ４

クロスセーリング ７０，３２４，５９７ ３ ４０７ ４ ５０ ２

取 引 開 拓 ２３，８４５，１６１ １ １３７ １ ６２ ２

そ の 他 ８３，０８５，４８４ ４ ３６９ ４ １４９ ６

計 ２，２８３，９１９，３５５ １００ １０，００２ １００ ２，６０８ １００

注：１通の郵便物は、複数の活動目的から構成される。４通のうち３通の郵便物は、通信販売を目的とする。企業の５０％は、あ
て名DMを利用している。

出所：étude IPSOS―NFO／UFMD１９９８
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７ ラ・ポストの取組

ラ・ポストでは、以下のような取組を展開して

いる。

�１ 最新の顧客情報分析技術を取り入れるDM差

出企業との連携・協同

�２ 広告主への支援、助言：小企業から大口利用

者までDMをより使いやすくするためのサービ

ス・助言を行っている。地方企業にさえ実用的、

技術的支援を提案できるよう体制を整えている。

�３ DMに関する調査：１９９３年よりDMの受容性

や購買動機等に関する調査を実施

�４ １９８７年設立の子会社Mediapostによる顧客支

援活動：Mediapostの目的は、geomarketingと

呼ばれる手法で業界を支援することである。こ

れは、個人情報がなくても地理的条件、人口、

消費者利用状況を基礎にして見込客を的確に絞

り込む。この地理的データは、フランスに住む

全世帯を６５，０００エリアに分け、１エリアには平

均４００世帯がはいっている。

表１８ 形態別あて名なしDM物数、キャンペーン数及び企業数（１９９７）

キャンペーン数
％

店舗数＊

％

あて名無しDM物

数（百万） ％

大型スーパー ５，２２３ ４１ ５０５，１８９ ７５ ３，１８４ ４９

その他スーパー ５，１５５ ４０ ８３，４６８ １２ ２，７７２ ４３

ペット、庭園センター ４８６ ４ １６，９９５ ３ ５０ １

家 具 店 ３８２ ３ １５，０３８ ２ ９８ ２

洋 服 店 ２７３ ２ ５，７６０ １ １８ ε

フリーザーセンター ２０８ ２ １８，５６３ ３ ２４ ε

その他専門店 １，１５５ ９ ２８，８５５ ４ ３５１ ５

計 １２，８８２ １００ ６７３，８６８ １００ ６，４９５ １００

＊店舗数は、キャンペーンの参加店舗数で算定。

表２０ 電話と郵便の複合利用

キャンペーン例 理論上リスポンス率

無料資料提供 ５～６％

３，０００FF商品の販売 ０．３～０．５％

自動車試乗キャンペーン ８～１０％

顧客満足度調査 １５％

クーポン、くじによる店頭顧客開拓キャンペーン ５～１０％

出所：Chiffres Reperes de La Poste（０１／１０／９７）
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